
配偶者暴力相談支援センター女性相談員（会計年度任用職員）募集要項 

項  目 内   容 

１ 職名 配偶者暴力相談支援センター女性相談員（会計年度任用職員） 

２ 募集人数 １人 

３ 任用根拠 地方公務員法第２２条の２第１項第１号 

４ 任用期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

※ 任用期間満了後に同一の職務内容の職が設置される場合で、かつ能

力実証の結果が良好である場合は、４回を上限として公募によらず再

度任用される可能性があります。 

  なお、期間を定めた任用であり、令和７年４月１日以降の任用を保

障するものではありません。（業務上の必要がなくなった場合、予算の

減少・法令の改正等により廃職又は減員する場合等） 

５ 勤務職場 総合政策部人権共生課 

６ 職務内容 

配偶者暴力相談支援センター事業に関する相談及び支援業務 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３

年法律第３１号）第４条（同法第２８条の２において準用する場合を

含む。）に規定する業務 

・他の配偶者暴力相談支援センター、児童相談所、警察署、地方裁判所、

他市町村及び医療機関等との連絡調整及び情報の提供 

・売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第３５条第３項に規定する

業務 

・その他配偶者暴力相談支援センター事業に関する業務 

７ 応募資格・求められる能力  

・配偶者暴力被害者等への支援に必要な知識及び技能を有し、意欲をも

って職務を遂行できる者のうち、次の要件のいずれかに該当する者 

⑴ 公認心理師、臨床心理士、精神保健福祉士、社会福祉士のいずれ

かの資格を有する者 

⑵ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学において、

児童福祉、社会福祉若しくは心理学を専修する学科又はこれらに相

当する課程を修めて卒業した者 

⑶ 女性一時保護施設、母子緊急一時保護施設又は母子生活支援施設

で３年以上の相談業務に準ずる経験を有する者 

⑷ 前各号に準ずる者で、相談員として必要な学識経験を有するもの 

・パソコン（Excel、Word 等）の基本的な操作能力を有し、迅速に業務

を遂行することができること。 

・窓口や電話対応において、丁寧・誠実な接遇を行うことができること。 

・上司や同僚に適切に報告・連絡・相談を行うことができること。 

・服務規律及び職場ルールを遵守して業務に取り組むことができること。 

・自分の業務を理解し、責任感をもって一生懸命業務に取り組むことが

できること。 

８ 勤務時間 

月１６日勤務 

・月曜日から金曜日：8時 30 分から 17時 15 分までの間における所属長

の指定する６時間 

・所定勤務時間を超える勤務の有無 有（業務の必要上やむを得ない場

合） 

９ 勤務しない日 

・週休日(日曜日及び土曜日)(振替：無) 

・国民の祝日に関する法律による休日 

・年末年始の休日(12 月 29 日から翌年 1月 3日まで) 

10 休憩時間 ６０分 

11 休暇等 年次有給休暇 等 



 

※ 草加市会計年度任用職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（令

和２年規則第２号）の定めるところによります。 

12 報酬額 

時給 １，７４３円（地域手当に相当する報酬を含む） 

・常勤職員と同様に通勤手当相当報酬を別途支給 

・一定の要件を満たす場合、期末手当及び勤勉手当を支給 

・原則として月の１日から末日までの期間分を翌月の 21日に口座振込に

より支給 

13 社会保険 健康保険、厚生年金保険、雇用保険加入 有 

14 応募方法 

申込書類を下記問合せ先に郵送又は持参してください。 

申込書類は、選考及び採否の連絡等、採用に関連する業務のみに使用 

し、他の目的には使用しません。また、申込書類は返却しません。 

⑴ 申込書類 

会計年度任用職員申込書、資格証（写し） 

⑵ 申込期限 

 令和６年３月１３日（水曜日）（必着） 

※ 持参の場合は申込期間の平日の８時３０分から１７時１５分まで 

15 問い合わせ 

草加市役所総合政策部人権共生課 塚田・岡村 

住所：〒３４０－８５５０ 草加市高砂１－１－１ 

電話：０４８－９２２－０１５１（代表） 

※ その他の勤務条件等は、草加市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の関連規

定に基づきます。また、勤務条件等は令和６年１月時点のものであり、変更になる可能性があり

ます。 

※ 法改正等に伴う制度変更により、年度途中であっても、給与、勤務条件及び加入する社会保険

制度が変更となる場合があります。 


